
派遣研修制度

○長期在外研究員・短期在外研究員：広く国益を見通す国際的視野を付与

○国内研究員：複雑高度化する行政課題に対応し得る行政官を育成

○民間派遣：民間会社の機動的・効率的な業務手法等を理解

対象職員：在職期間が８年未満

行政官長期在外研究員制度 派 遣 先：外国の大学院等

期 間：２年

人 員：平成１９年度 １２２名

対象職員：在職期間が６年以上

行政官短期在外研究員制度 行(一)３級以上

派 遣 先：外国の政府機関・研究所等

期 間：６月又は１年

人 員：平成１９年度 ３６名

行政官国内研究員制度

対象職員：在職期間が２年以上１６年未満

大 学 院 コ ー ス 行(一)１級～６級

派 遣 先：国内の大学院

期 間：２年

人 員：平成１９年度 ２１名

対象職員：司法試験に合格し、司法研修所に

司 法 修 習 コ ー ス 入所する資格を有する者

派 遣 先：司法研修所

期 間：１年又は１年４月

人 員：平成１９年度 １名

対象職員：一定の公務経験を有し、研修成果

民 間 派 遣 研 修 制 度 を将来的に公務へ十分反映させる

ことが期待できる職員

派 遣 先：株式会社等（民間会社の業務手法等

の理解のため）

期 間：１年まで

人 員：平成１９年度 １４名


